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まえが　さ

対外桂瞬間電路開委員会は．対外提訴明視別保閻闘争緒から川村外枝折対策に偶する枝折対策用府会

琵決定串項の実施状況及び（2俄が国越前の一層の国際化を進めるに当たっての中期的接頭のこ点につ

いて審議を褒絹された。

本給閉委員会は．1984年12月亭0日に研会合を開催して以降．11回にわたり樗力的な審講を続

けてきた。この間．外国人特別参考人及びその他の外国人参考人か．ら意見聴取を行うたほか．一部委

員が米国において経済界鯛係者から意見曜取を行うとともに．政府・譲会関係者等と意見交換を行った。

本報告書は．こうした審議を踏まえてとりまとめ．撞言を行ったものである。

この際．左痛間委員会の審議IC当たり意見を述べていただいた外国人特別参考人ハT・パート・ハイ
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季書絃三星ジャパン社長．エドガ－・モーリス・ウェザーストン在日衰州商工会頒所会頭その他慈見

交換のための会合に参加していただいた方々に厚く御礼申し上げたいd
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I．はじめに

（国際経済環嶋の基本総的1

世界経済は米国の景気拡大を原動力上して全休として国後甚掛Cある。しかし．保絶貿易主轟の

暗雲がたらこめ．世界中で経済辟婦が激化してん、る。こうした保持貿易主掛ま槌に近年の世界鐙辞

の停河＝こよって生じたもめではなく．佃進的な問喝を骨栗としており．根孫く深刻である。

米国では旺盛な投備投鼓が行われ．経済の活性化への道を歩んでいるようにみられる。しかし「双

子の赤字Jを抱え．これが持氏的成長の庫寄となる可能性か残されている。筍は．経常収支赤字は．

1．016偉ド′レ（84年）と史上空前の水準に遷しており．米国内の保苗主義圧力をもたらす背景と

なっている。

ヨ一口，バ七は景気回復にもかかわらず．雇用情勢が依然として厳しい。これは．－70年代を通じ

て急速に進最してきた世界的な産業・貿易構造の変化？の調整の遅れに‘起因しており．容易に解決

できないため保踵主義圧力は依然として強いものがあそ。

開発途上国経済は一次産品価格の低速等により困難な状況が続き．米国の高金利が債務負担の増

大をもたらすとともに．投資コストの上昇を通じて経済開発職鴫の再検討を余儀なくされている。

貿易によって外貨を稼がない限り．債務国は利払9、を行い債務を返済する手段を持たず．先進国の

市場開放を要求する声は益々強くな’りうつある。

（国際化の必要性）

戦後40年に亘り維持．発展を続けてきた世界の自由貿易体制の下で我が国はその恩恵を受け．急

速な経済発展を実現することができた。しかし．この自由貿易体制は上述のように保護主義の台頭

によりいまや危機HCひんしている。我が国はかってない棲めて厳しい環境におかれていると認或す

べきものと考える。

我が国に求められているのは．その地位にふさわしい役割を国際社会において果たすことであげ．

そのために世界をリードするにたる国僚化を行わなければならない。

世界の自由貿畠体制の危機を固盈し．世界経済の安定と進歩．ゐために．我が国は市場アクセスの
’l

改善．内需中心の持按的成長．対外経済協力わ虚充．翠品輸入の促進等の諸施策について．中期的視

点に立って，具体的施策を実施する必要かある。その際の基本的考え方としては．国際的に開かれ

た日本に向けて「原則自由，例外制限」といった大胆な発想が必要である。
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t・

u 対外鱈済対策の爽鰯状況‘

1．対外経済蹄婦と桂折劉備

ト（対外経済摩棺の推穣）

近年の対外経済摩擦は1969－72年．1976－78年．1981年一現在の3期柑＝こ高ま・りをみ

せ．鏡即ま一連の棲済対策を儀定・実施してきた。、これらの時如ま．◎日本の趣常収支が大臆な

．熟字．◎線手盛の由易収支こ経常収支が大将な赤字．由二即埼貿易収壷が白木側の大喝偲字．相

手国の大願赤字を示している時期とはIi合致している，まだ近時においては経常収支不均由が為

替レーりC十分反映されてい‘ないことも経済摩掛の高まりをもたらすよう作用している。

く最近の対外経済摩擦の特赦）

最近（1981年以降）の経済摩擦は．過去の局迂‖こ比べ．．その背軋．広がり．疎さの面で世界

的に複合化．探刻化の虔相を呈しており，とりわけ我が国虹関しては次に述べるような賃的変化，

が生じている。

第1に．急激な輸出数量の拡大をめぐる摩擦lC加え．日本市場への参入機会の不均等を長正する

との観点から市場7ク亮スの改善嬰求に焦点が畠てられるに至ってい・る。．さらに，我が国－の改札
l

創度．慣行が開馬とされるようになってきた。

第2に．これまで級維∴鉄鋼．カラーテレビ．．自動車など特定商品、の職出急増によって経済摩擦

が引き起こされてきた机　近年その分野がますます高度技術部門へシフトするとともに．将来．市場規

嘆の拡大が予想されるハイテクノロジー製品lこつi、て，予防．的・安全保障的観点から経済摩擦か

生ずるケースが発生してきた¢　また経済摩婦の対象も財わら金融i垂木－　サービスへと分野の拡

大がみられる。

第3に．かづてない我が国の大砲な経常収支点字を背酎こ日米，日欧．ロアセアンなど経済犀線

が地域的にも広がりをみせ，世界的に日本に対する風当たりが強くなっている。

2．対外経済対策の特徴と実施状況

（対外経済対策の特徴）

最近の対外経済摩擦の高ま：りに伴い．政府は1981年12月から1984年12月までの周．6次に

わたって対外経済対策を決定してきた。これら一連の対策を概観すると酷の4．つの噂敬がある。

粛1には．各次対策は，自由貿易体制の縫持・強化を図るととか東雲であるとの観点から実施

されたことである。爵2には，各次対策の内容は極めて広軌　多岐に亘ることである。弟3には．

各次対策に盛られた施策は諸外国からの軍師を踏まえた′という意味で受動的な側面はあるものの．

必ずしも相手脚こ乳癌性を求めることなく・一方的にとら聾たことであるp虜4に．いわゆる市

場開放は概念的には市場テクセスの改磐と実際の輸入の拡大との2つに分けられるカ㍉　各次対策
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に盛られた抽策をみると．対外緩所対策は鰯人の拡大効某を期待しつつも．直接的には市場アク

セスの改善を目的としたものであったといえる。

（対外経済対策の実施状況）

対外経済対策の英砲状況は付昂資料1のとおりである。

3．対外経済対策に嘱する各国の評価・要望

本紘間委員会は1985年1月30日及び3月19日の2回にわたり3名の外国人の特別参考人からの意見

聴取を行うとともに．3月12日には外国人一般参考人からも意見聴取を行った。また，一曲委

員は2月3日から－5日lCかけて開催された日米財界人会誌合同迎首委員会に参加し．米国側出席

者との意見交換を行った。さらに．一部委員は3月6日から3日にかけて米国において経済界関係

者からの意見聴取を行うとともに．政府．・法会痢係者等と意見交換を行った。こうし‘た本諮陶委

員会の意見聴取の際寄せられた意見も含め．累次の対外経済対策に関する各国の総合的評価部分

の大要は以下のとおりである（詳細は付昂資料2を参照）。

①　市場開放措置の塵勢は一般的に評価するカ㍉　内容的に「小出Ljであり．タイミング的にr遅

いJ e

◎　累次の市場開放措置にもかかわらず・重要な点は何も変わ？ていない．又は・成果が出てい

ない（以上．米・B C）。

（参　政策決定・実施過程において透明性がなく．行政の裁走の余地が大きい（・特に米）。

◎　従来の市場開放措置は途上国に対する配慮が少なく．r欧米偏塵jである（アセアン．韓国）。

◎　従来の市場開放持直は「大洋州向けJではなかった（オセアニア）。

このようIC，我が国の対外経済対策に関する各国の評価は全般的に厳しいものであったと言う

ことができる。

4．対外緩済対策の総合的評価

（対外経済対策の効果）

累次の対外経済対策は．その実施の結果●　市場7クセチ‘の改曹効果があったと判断され
l

る。しかしながら．・先にみたように対外種痘対策に対する諸外国の評価は廠しく，不満が残っ

ている。もとより．対策の効果は．我が国市場へのアクセスの容易さIここそ求められるものであ

り．為替レートや景気循環局面の相違．外国商品の国際競争九　企兵の市場開拓努力等によって彫饗

される輸入や桂常収支の動向によってその効果を論ずることが適切でぢいことは首うまでもない○

（諸外国の批判の背賓）

諸外国の批判を意超する背骨．として次の点をあげることができる。

扁lに．対乗の中に盛り込まれた各時点での周題案件の和己‘こついて国内在英との調整の必夢
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牲等から．各時点での諸外国の嬰求を十分に切足させる対策内容とはなり得なかったことである。

餌2に．対策の内容が日本の国際化の中最期的な流れのどこに位脛づけちれているのかが不明

確であったことである。すなわち，我が壇の国際化への対応か．今後どのようなテンポで．どう

いう方向に進むのか．そのため．各対策がその時点でどういう意味をもっているのかか明確でな

かったことである。

講3に．対策を打ち出すタイミングが必ずしも機動的ではなく．また，対策そのものについ
rJ

ても能動的アプローチではなく，受動的アプローチとして検討されたという色彩が強かったこと

である。

（対策の総合的評価）

以上を踏まえて累次の対外経済対策を振りかえると．市場アクセスの改善という観点から

は評価ができる。しかしながら．対策の方式，アプローチの方法等について今後に錬題を属し

たものと昔える。また．我が国の商場アクセスに関連し，法律．制定．苧続き上は開放力鳩尾し

ているものの，その運用面では行政の裁量の範囲が広く．慈恵性の余地が多いとしてこの点の改

善が求められるに至っている。このまま放置すれば．我が国の対応に対する倍額か失なわれる危

険性すらあることに官憲しつつ．この際．我が恩は世界経済に占める地位と役割に照らし．累次

対儀の決定と実地の教訓の上に立って今後の対外経済対策を行っていく必嬰がある。

Ⅲ．経常収支不均衡についての基本培識

1．経常収支黒字の動向と今後の見通し

（経常収支黒字の動向と要因）

我が国の経常収支黒字は83年は208億ドル由乱84年は3150債ドルに遷している。地域別に貿＿′

易収支（通関収支差）をみると．対米収支が331像ドJレの黒事．対BCl収支は1101億ドルの黒字

′となっており（84・年）．83年から84年への貿易収支黒字増加（、131億ドル）は概ね割米収支黒．

字増加額（149億ドル）・に等しく．対EC収支では3億ドJレの波′少となっている。

近毎の我が周の大悟な経常収支黒字の軍因としては，0為替レート要因、．◎内外の景気局面の

差．③石油価格の低下といった短期由・循環的要因や特殊要因をあげることができる。とりわけ

現下の日米経済．摩擦の背憲にある貿易不均衡については高金利によるドノ㌣の俄歩高と米国経済の

急拡大に伴う我が国の対米輸出増加によるところが大きいと考えられる。また．F日本の対皿C貿ヽ

易熟字は対欧州通貨レートが円高になっていることもあって増加していないことは．為替レーtト

か貿易収支iC形廿を与えろ一つの要因であることを示唆するものであろう。
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（経常収支・資本収支の中期的雌只）

今後の我が国の桂常収支は米国経済や為替レートの動向に大きく影響されるが．ある程庇の爪

字が続く可能性がある。もとより．現在の大幡な経常収支黒字．資本流出の相当部分は米国の大

囁な縫常収支赤字．資本托人を亀頭く投影したものであり．このような大柿な対外不均衡が中期

的に続いていくとする十分な根拠はないであろう。しかしながら．現在の大幅な鰻鹿収支熟字の

すべてが短期的・循環的軍国や特殊要因によって説明しうるものではなく．ある程度の構造的要因

に基づく黒字が存在していることは否定できない。特に中劇的視点からみた場合には技が国の檎

造黒字に着目する必要がある。

2．資本輸出国としての役割

世界全体をみた場合，多教の開発途上国を中心として貯蓄不足額向にあることは否めず．これ

一らの国々に資本供給が行われていくことが必要となる。米国の資本輸入が続いていく．とすれば．

・代わって資本供給を行う国かなければ．これまで海外貯蓄に依存していた園の資金調達は因挫と

なり，安定的な経済先度が阻写されることになる。このような意味からも今後とも我が国は資本

輸出国としての役割を果たす必要がある。しかし．このことをもって我が国の市場アクセス

の改善等所善の政策を遅らせる口実としてはならない。

3．ドJレ高是正

1980年平均と比べ，1984年末のドルの名目実効為替レートは55感高．実質実効為替レート

は50憾高となっている（1985年末続債経済報告）。

ドル高は米国における輸入物価の安定を通じて物価安定に貢献している反面，輸出産業の国際．

競争力を弱めている。また，米国の高金利は各個いこ彼及しており．設備投資増加の足かせとなる

とともlこ累積債務国の困難を強めている。ドル高は我が国にとっても外需依存を強める原因とな

っている。いまや強すぎるドルは世界全体の経常収支不均衡問題を深刻化させ．保績主桑的圧力

を高めるばかりでなく．各国経済の長期的活性化にとって好ましくない存在となっている。
‘l

ノ

米国が貯蓄と資金需要のバランス回復に努めることが奏賃金知の低下ICつながり．ド′レ高是正

を通じて経常収支赤字の縮′トをもたらすことになる。したがって．政府は米国政府に対し．かか

る方向に沿った努力を求めるべきである。

Ⅳ．我が国経済の一層の園醇化を進めるに当たっての中期的政策の操音

実効ある対外経済対策を打ち出していくためIと軋　政府が自主的．綿痍的に国際化の意図と目標

を明確にすることが不可欠である。
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政府が国際化の意図と自鰯を明らかにして行く場合．今後は．世界珪研全休の自由党易主轟の維

持という感点から示される国際的目標たるべき、内容をもち．かつ．中期的視点k立った効共のある典

体的施策をタイ　ミングよく実行に移していくことが必嬰である。このように．政府か嬉朗的視点か

らの改善にとどまらず．中長期的視点に立って対外経済対策を実行していくことJCよって．我が国

の由際化への姿勢を明らかl年すべきであ‘る。

当委員会は丑年とられた累次の対外緩臍対策に関するフォロ’－アップから祷られた教訓をも柁ま

え．以下のとおり提言するゥ

1．市場7クノセスの一層の改善

tl「基本原則の確立

今後．我が国の国際化を進めるに当たっては．ます．・国際化の意義を十分認威し．「原則自

由・舶掴Jという基本的視点に立って対肘べきである。　　　　　　●

この場合．例外として取扱われる制限分野に属せしめるものは．画家の安全．環墳快食や国

民生活の維持・安全lC関わるもの．その他国際的にも十分説明しうるものに限られるべきであ

る。また．制限の内容も必要最少隈のものに限定されるべきである。

t2I　市場アクセス改善のためのアグシ亨ンプログラム（以下rアクシ，ンプdグラム」という。）

の策定

我が国の国際化の意図と方向を内外に明確に示すため，政府は以下の要領で市場アクセスの

改善を目指した「7クシ，ンプログラム」の策定に早急に着手し，対象期間（3年程度）を定め．

出来る限り早期に結論を出すべきである。

なお．自由化には時間がかかる分野や国内調整に困難性があるものについては．国際社会に

おいて十分納補されうる明確な理由を示すとともに．これらについても段階的に実施を図
るべき●

である。

（「7クシ亨ンプログラムjや性格）‾

rTクシ，ンプログラム」は以下の性格を有するも．のでなければならない。
l

◎　諸外国の要糾こ基づき受動的に策定されるものではなく．自由貿易主義の維持のために．

我が国か積極的な役割を果たしうる内容を有しているものであること。（自主性・頼極性）

◎　国際経済の現状から考えて，諸外国に十分受容される内容を有しているものであること。

（国際性）

◎　達成に至るまでの具体約手解等について明らかにしうるbのであること。（実効性・透明

，性）

この場合．rTクシ亨ンプログラムJの策定に当たっては．各分野における例題点を鰹理．
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警

検討し．各分野旬日C目標の設定が行われる必堺がある。その際嬰すれば所華の対応措把を早

急に碗肘の上乗臆することが罰ましい。

（「7タン，ンプログラム」の内容）

「丁タン，ンプログラムJの内容は以下のような項目を含むべきである。

◎　国税

丁・拡工薬串の例税

半導体ICみられるどとく先進工粟国に対し，二由間で鯛枕の撤廃ないし大幅な引下げ

lCついての合意を膚るよう最大限の交渉努力を行い．その成果を他国に均てんさせる。

なお．新ラウンドについてはエ策製品の関税率を先進各国とともに等捉まで引きすげ

る用意のある旨を明らかにするe

ィ．農林水産品関税の見直し

ク．タリフエスカレーシ1．ンの見直し

ェ．シ一・年ング枠・カバレ，ジの拡大等癖恩制度の改善

なお・一軍条件のこもとに暫定税率を施行しうるような授権法についても検討する必嬰が

ある。

◎　怜入別限

・国際的な動向を踏まえた輸入制限の見直し

◎　基準認証・輸入プロセス

丁．簡素・透明の原則に毒づく合理化及び凰際水熊との整合性の確保並びに行政の親局範

囲の編4、

ィ．通関前手続きの簡素化．迅速化等

◎　政府調達

丁・随意契約制度の抜本的見直し等契約車続きの改善

ィ．外国製品弱毒の拡大
l

◎　金融・資本市場

・円ドル委員会報告の着実な実行．特に金融・較本市場の自由化促進

◎　サービス

・外国人弁摂士による戯間借胸の自由化等サービスの一層の自由化

以上を通じ，開発途上国の踵．所持嘘の促進に役立つ対策lCつき特に配膿すること。

また．「アクシ，ンプログラム」の前置虹当たっては．他の錘計所の見直しを含めそれらの

整合性か図られるよう留意する必牢がある。
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